
～ 令和6年3月15日

契 約 金 額 188,046,100円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

前回２者にヒアリングを実施し、今回新たに２者にヒアリングを実施した。

どの事業者のヒアリング結果も同じ内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を設定しているため未実施。

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は工事の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似工事の入札参加経験者や過去に問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

ヒアリング実施事業者から認知されていなかったため、声掛けの範囲を拡大する。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含んでおり、十分な期間を確保しているため未実施。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は工事の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 伊藤・七番建設（共）

予 定 価 格 188,455,300円

落 札 率 99.78%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は工事の質の低下を招く恐れが
あるため未実施。

上記の検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考える。

契 約 内 容 美浜町運動公園において排水工や舗装工等の外構工事を行うもの。

契 約 締 結 日 令和4年6月23日

履 行 期 間 令和4年6月24日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 Ｒ４－美浜町運動公園外構工事他1件（枠組み協定型一括入札）

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 中部支社　都市再生業務部　緑環境課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝100：40
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～ 令和4年12月20日

契 約 金 額 6,215,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

前回同様、２者にヒアリングを実施。

2者へヒアリングをした結果、手持ち業務との調整がつかないことが参加見送りの理由として挙げられた。
よって、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。
現時点での事業者のニーズは把握・特定されているが、引続き、事業者の意見聴取に務める。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

公告期間を前回より３日間延長し、１５日間とした。（前回１２日間⇒今回１５日間）

公告期間を更に＋５日確保することとする。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

同種業務の実績がある事業者３者に声掛けを実施した。

同種業務を実施している事業者を把握し、声掛け範囲の拡大に努める。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含んでおり、十分な期間を確保しているため前回より変更無し。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）セン建築設計事務所

予 定 価 格 6,417,400円

落 札 率 96.85%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

競争参加資格における同種業務の要件の一部を緩和し、また、競争参加資格確認申請期間中に過年度
業務の資料を閲覧できることとし、これまでの検討経緯が把握できるようにした。

非参加者へのヒアリングでは、競争参加資格や業務内容に関する見直し要望はなく、公募条件は業務品
質が確保できる最低ラインまで緩和されていることから、1者応札に対する公募条件面でのこれ以上の改
善は困難であるが、引続き、事業者の意見の聴取に努める。

契 約 内 容

本業務は、UR賃貸住宅における屋根防水修繕工事及び玄関扉改修工事について、仕様化されていない
項目の実用化に向けた検討を行い、保全工事共通仕様書案、機材及び工法の品質判定基準案及び保全
工事共通仕様書仕様登録集案等等を作成するものである。主な業務内容は、次のとおり。
① 　外断熱塩化ビニル樹脂系ルーフィングシート防水工法の仕様検討
② 　改質アスファルト系塗膜防水（架台回り等）の修繕仕様検討
③ 　玄関扉改修（玄関扉シート張り工法及び鋼板張り工法）の仕様検討

契 約 締 結 日 令和４年５月31日

履 行 期 間 令和４年６月１日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度機構賃貸住宅における修繕仕様等の検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 本社　住宅経営部　保全技術課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60
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～ 令和5年3月10日

契 約 金 額 36,850,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度東京都２３区内における公共公益施設等再編に伴うまちづくり検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　事業企画部　事業企画第２課

入 札 及 び 契 約 方 式 簡易公募型競争入札に準じた手続／総合評価＝１：２

契 約 内 容
本業務は、当機構が指定するエリアにおける行政のまちづくり指針及び整備構想案を検討すると共に、モ
デル地区における事業化検討を進め、当地区におけるまちづくりの円滑な推進に資することを目的とする
業務である。

契 約 締 結 日 令和4年4月18日

履 行 期 間 令和4年4月19日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

・早期に体制が組め、準備期間が取れるよう、２月中旬から公示を開始した。
・企画提案に必要な地区概要資料を交付資料に追加した。

これ以上の期間確保は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 (株)日本設計

予 定 価 格 38,159,000円

落 札 率 96.57%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

参加資格要件（地域要件、設計共同体の参加）を見直した。

これ以上改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を設定しているため未実施。

更なる期間延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者や仕様書の受領者に入札がある旨周知するなど声掛けを実施した。

更なる認知を図るため、幅広い声掛け（過去の類似業務の入札参加経験者、仕様書の受領者等）を実施
する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

複数者（２者）にヒアリングを実施。

事業者側の事情（実施体制の確保が困難）をふまえた意見聴取を検討する。
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～ 令和5年3月24日

契 約 金 額 14,300,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度造幣局南地区等における施設計画等検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　事業推進部　事業推進第１課

入 札 及 び 契 約 方 式 簡易公募型競争入札に準じた手続／総合評価　価格点：技術点＝１：２

契 約 内 容
本業務は、法定事業を前提とした施設計画等の検討及び権利者等関係者との協議資料作成支援を行うこ
とを目的とする。

契 約 締 結 日 令和4年4月18日

履 行 期 間 令和4年4月19日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

早期に体制が組め、準備期間が取れるよう、２月中旬から公示を開始した。

これ以上の期間確保は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）入江三宅設計事務所

予 定 価 格 16,086,400円

落 札 率 88.89%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

業務内容の把握を容易にするため、仕様書の記載（業務内容、対象地区、難易度等）を工夫した。

これ以上改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を設定しているため未実施。

更なる期間延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者や仕様書の受領者に、入札がある旨周知した。

更なる認知を図るため、幅広い声掛け（過去の類似業務の入札参加経験者、仕様書の受領者等）を実施
する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

複数者（２者）にヒアリングを実施。

事業者側の事情（実施体制の確保が困難）をふまえた意見聴取を検討する。
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～ 令和5年3月24日

契 約 金 額 7,601,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度造幣局南地区等における事業計画等検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　事業推進部　事業推進第１課

入 札 及 び 契 約 方 式 簡易公募型競争入札に準じた手続／総合評価　価格点：技術点＝１：２

契 約 内 容
本業務は、法定事業を前提とした資金計画及び事業成立性等の検討を行い、事業の円滑な推進に寄与す
ることを目的とする。

契 約 締 結 日 令和4年4月18日

履 行 期 間 令和4年4月19日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

早期に体制が組め、準備期間が取れるよう、２月中旬から公示を開始した。

これ以上の期間確保は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）都市計画同人

予 定 価 格 7,759,400円

落 札 率 97.96%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

業務内容の把握を容易にするため、仕様書の記載（業務内容、対象地区、難易度等）を工夫した。

これ以上改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を設定しているため未実施。

更なる期間延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者や仕様書の受領者に、入札がある旨周知した。

更なる認知を図るため、幅広い声掛け（過去の類似業務の入札参加経験者、仕様書の受領者等）を実施
する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

複数者（２者）にヒアリングを実施。

事業者側の事情（実施体制の確保が困難）をふまえた意見聴取を検討する。
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～ 令和6年2月28日

契 約 金 額 18,658,200円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 日本橋横山町・馬喰町エリア参画推進プログラムの検討・運営支援等業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　都心業務部　事業推進第１課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札／総合評価方式　価格点：技術点＝１：２

契 約 内 容 「日本橋横山町・馬喰町エリア参画推進プログラム」の継続的な運営及びエリア再生にむけた支援方策等の

契 約 締 結 日 令和4年4月25日

履 行 期 間 令和4年4月26日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

準備期間を含んだ履行期間を設定した。

これ以上の期間確保は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）エンジョイワークス

予 定 価 格 19,943,000円

落 札 率 93.56%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

業務内容の把握を容易にするため、入札資料に前回の業務内容に関する情報を追加した。

これ以上改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より３日多い14日間とした。（標準的な広告期間は10日間、土日祝祭日含まず）

公告期間の更なる延長を検討する。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

実証実験等の多岐にわたる業務を一体的に行うものであることから、業務の認知機会の向上を図るため、
仕様書をホームページに掲載した。

更なる認知を図るためヒアリング等を検討する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

複数者（２者）にヒアリングを実施。

業務内容が多岐にわたるため、業務に精通した者への声かけを行う。
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～ 令和5年3月31日

契 約 金 額 59,400,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 東京都内ターミナル駅周辺地区の市街地再開発事業に係る基本計画・都市計画案検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　事業企画部　事業企画第２課

入 札 及 び 契 約 方 式 簡易公募型競争入札／総合評価　価格点：技術点＝１：２

契 約 内 容
本業務は、当機構が指定する、東京都内ターミナル駅周辺地区において、地方公共団体や地元地権者が
抱えるまちづくり上の課題やまちの特徴を把握するとともに、市街地再開発事業による整備を念頭に、都
市計画及び施設建築物基本計画案等の検討を行うことを目的とする。

契 約 締 結 日 令和4年4月27日

履 行 期 間 令和4年4月28日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含めて設定した。

これ以上の期間確保は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）日本設計

予 定 価 格 62,964,000円

落 札 率 94.34%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

参加資格要件（業務実績要件）を見直した。

これ以上改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より５日多い15日間とした。（標準的な公告期間は10日間、土日祝祭日含まず）

更なる期間延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

事業者から認知されているため未実施。

更なる認知を図るため、掲示期間における事業者への声かけを実施する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

複数者（２者）にヒアリングを実施。

事業者側の事情（実施体制の確保が困難）をふまえた意見聴取を検討する。
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～ 令和5年3月31日

契 約 金 額 27,940,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度東京城東地区内のまちづくり検討地区における基本計画等検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　事業企画部　事業企画第２課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札／総合評価方式　価格点：技術点＝１：２

契 約 内 容
本業務は、既往の成果や当地区で開催されているまちづくり協議会の内容及び墨田区や関連事業者の意
向等を踏まえ、市街地再開発事業の事業化に向けて必要となる基本計画や都市計画の検討等を行う業務
である。

契 約 締 結 日 令和4年5月11日

履 行 期 間 令和4年5月12日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含めて設定した。

これ以上の期間確保は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）三菱地所設計

予 定 価 格 29,953,000円

落 札 率 93.28%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

競争参加資格（事業実績要件）、技術評価（業務実績、資格）を見直した。

これ以上改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より５日多い15日間とした。（標準的な広告期間は10日間、土日祝祭日含まず）

更なる期間延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

事業者から認知されているため未実施。

更なる認知を図るため、掲示期間における事業者への声かけを実施する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

複数者（３者）にヒアリングを実施。

事業者側の事情（実施体制の確保が困難）をふまえた意見聴取を検討する。

8/35ページ



～  令和5年3月17日

契 約 金 額 5,720,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度小田周辺地区まちづくり推進支援補助業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　密集市街地整備部　密集市街地整備第２課

入 札 及 び 契 約 方 式 簡易公募型競争入札に準じた手続／総合評価　価格点：技術点＝１：２

契 約 内 容
本業務は、川崎市が取り組むまちづくりの更なる推進を目的に、当地区のまちの将来像を見据え、防災性
の向上や住環境の改善、地域の活性化を図りながら、効果的・効率的に密集改善の取組を加速化する、ま
ちづくり懇談会の運営支援やまちづくり協議会の設立準備支援等を行うことを目的とする。

契 約 締 結 日 令和4年5月25日

履 行 期 間 令和4年5月26日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含めて設定した。

これ以上の期間確保は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）まちづくり研究所

予 定 価 格 5,973,000円

落 札 率 95.76%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため未実施。なお、この項目については、事業者からの改善を求める意見はなかった。

これ以上の改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より２日多い12日間とした。(標準的な公告期間は10日間、土日祝祭日含まず）

期間延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者に、入札がある旨周知した。

更なる認知を図るため業界団体に周知を行うことを検討する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

複数者（２者）にヒアリングを実施。

事業者側の事情（実施体制の確保が困難）をふまえた意見聴取を検討する。
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～ 令和5年3月17日

契 約 金 額 3,850,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度木密連担地域改善事業地区まちづくり方針検討支援業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部 密集市街地整備部 密集市街地整備第１課

入 札 及 び 契 約 方 式 簡易公募型競争入札に準じた手続／総合評価　価格点：技術点＝１：１

契 約 内 容
本業務は、品川区が取り組む西品川一丁目地区における防災まちづくりに対する支援の一環として、同区
から当機構が受託した業務の一部を請け負わせるものである。

契 約 締 結 日 令和4年6月3日

履 行 期 間 令和4年6月4日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含めて設定した。

これ以上の期間確保は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）地域計画連合

予 定 価 格 4,158,000円

落 札 率 92.59%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

参加資格要件の見直しを実施済であるため、未実施。

これ以上改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を設定しているため未実施。

更なる期間延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者や過去に問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

更なる認知を図るため、幅広い声掛け（過去の類似業務の入札参加経験者、仕様書の受領者等）を実施
する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

複数者（２者）にヒアリングを実施。

事業者側の事情（実施体制の確保が困難）をふまえた意見聴取を検討する。
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～ 令和5年3月10日

契 約 金 額 9,130,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度東京都城南エリア駅周辺地区におけるまちづくりの実現方策等検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　事業企画部　事業企画第１課

入 札 及 び 契 約 方 式 簡易公募型競争入札に準じた手続／総合評価　価格点：技術点＝１：２

契 約 内 容
本業務は、東京都城南エリア内の駅周辺地区における広域的なまちづくり検討を行うと共に、各交通機関
の結節点である駅周辺の上位計画及び開発動向、機構のストック活用・再生ビジョンを踏まえ、駅とその周
辺市街地整備に向けたまちづくりの実現方策検討を行うことを目的とする。

契 約 締 結 日 令和4年6月3日

履 行 期 間 令和4年6月4日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含めて設定した。

これ以上の期間確保は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）日建設計

予 定 価 格 9,526,000円

落 札 率 95.84%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

過去より参加資格要件を見直しており、今回は入札資料に事業進捗情報を追加した。

これ以上改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を設定しているため未実施。

事業者から改善を求める意見はなかった。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

掲示期間に事業者への声かけを実施した。

更なる認知を図るため、掲示期間における事業者への声かけを実施する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

複数者（２者）にヒアリングを実施。

事業者側の事情（実施体制の確保が困難）をふまえた意見聴取を検討する。
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～ 令和5年3月10日

契 約 金 額 14,300,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度東京圏ターミナル駅周辺における事業計画等検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　事業企画部　事業企画第２課

入 札 及 び 契 約 方 式 簡易公募型競争入札に準じた手続／総合評価　価格点：技術点＝１：２

契 約 内 容
本業務は、東京圏ターミナル駅周辺における市街地再開発事業を前提とした事業化に向けて、資金計画
及び事業成立性等の検討を行い、事業の円滑な推進に寄与することを目的とする内容である。

契 約 締 結 日 令和4年6月3日

履 行 期 間 令和4年6月4日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含めて設定した。

これ以上の期間確保は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）都市計画同人

予 定 価 格 14,984,200円

落 札 率 95.43%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書（業務内容・業務量）を見直した。

これ以上改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より１日多い11日間とした。（標準的な公告期間は10日間、土日祝祭日含まず）

更なる期間延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過年度に周知方法を改善しており、事業者から認知はされているため未実施。

更なる認知を図るため、掲示期間における事業者への声かけを実施する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

複数者（２者）にヒアリングを実施。

事業者側の事情（実施体制の確保が困難）をふまえた意見聴取を検討する。
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～ 令和5年3月10日

契 約 金 額 6,600,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度池袋駅東口地区における施設計画等検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　事業企画部　事業企画第２課

入 札 及 び 契 約 方 式 簡易公募型競争入札に準じた手続／総合評価　価格点：技術点＝１：２

契 約 内 容
本業務は、池袋駅東口地区における都市再生事業の事業化に向けた施設計画等を、関係機関や関係権
利者等の意向を踏まえて検討、作成する業務である。具体には、施設計画案の検討及び作成、地元説明
会資料等の作成、都市計画に向けた関係者協議及び資料作成である。

契 約 締 結 日 令和4年6月10日

履 行 期 間 令和4年6月11日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含めて設定した。

これ以上の期間確保は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）三菱地所設計

予 定 価 格 8,393,000円

落 札 率 78.64%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

参加資格要件（技術要件）を見直した。

これ以上改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より１日多い11日間とした。（標準的な公告期間は10日間、土日祝祭日含まず）

更なる期間延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過年度に周知方法を改善しており、事業者からも認知はされているため未実施。

更なる認知を図るため、業界団体に周知を行うことを検討する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

複数者（２者）にヒアリングを実施。

事業者側の事情（実施体制の確保が困難）をふまえた意見聴取を検討する。
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～ 令和5年3月10日

契 約 金 額 5,720,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

過去に同様の業務を受注している業者への声掛けを行った。

上記の検証を踏まえて、ヒアリングの対象範囲を拡大するように努める。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を確保しているため、公告期間の見直しは行わなかった。

非参加者へのヒアリングでは、公募期間に関する意見は無かったが、引続き事業者の意見の聴取に努め
る。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去に同様の業務を受注している業者への声掛けを行った。

十分に認知されており、１者応札の要因は別にあると考える。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

事業者ヒアリングを行ったところ、いずれも現在履行中の他業務量等を勘案した結果、入札参加を見送っ
たとのことであったため、業務に必要となる人員の不足が敬遠の要因と考えられる。改善として年度当初よ
り実施体制を確保できるようにするため、公募の開始を約３週間前倒しした。【前回「３月２５日入札公告掲
示、５月１７日開札」、今回「３月３日入札公告掲示、４月２２日開札」】業務実施体制を整える準備期間を確
保するため、落札決定から業務着手までの期間を増やした。【前回「１７日」、今回「２２日」】

非参加者へのヒアリングでは、準備期間に関する意見は無かったが、引続き事業者の意見の聴取に努め
る。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）URリンケージ

予 定 価 格 5,970,800円

落 札 率 95.80%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

事業者ヒアリングを行ったところ、業務量が多いこと、途中から業務に参入することで機構にリスクがかかる
ことから参加しなかったとのことであった。本業務は過年度より継続して行っており、業務の内容・量を見直
すことは業務の質の低下を招く恐れがあるため、仕様書の見直しは行わなかった。

参加者へのヒアリングでは、競争参加資格や業務内容に関する見直し要望は無く、既に公募条件は、業務
品質が確保できる最低ラインまで緩和されていることから、1社応札に対する公募条件面でのこれ以上の
改善は困難であるが、引続き事業者の意見の聴取に努める。

契 約 内 容

（１）事業化に向けた課題対応策の検討
　　・上下水道の切り替えに向けた対応策検討
　　　（課題抽出と対応策の検討、概算コスト費想定、行政協議スケジュール案の作成）
　　・土地利用計画案の検討（事業区域の検討、センター街区の再編検討、団地内資源の活用検討）
　　・将来構想案の作成
（２）団地の将来イメージの検討
　　・団地の課題抽出と対応策の検討
　　・導入機能の検討
　　・土地利用計画案の検討（事業区域の検討、センター街区の再編検討、団地内資源の活用検討）
　　・将来イメージの検討作成

契 約 締 結 日 令和4年4月27日

履 行 期 間 令和4年4月28日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 Ｒ０４－愛知県北部エリア団地再生検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 住宅経営部事業推進課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝1：2
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～ 令和5年3月10日

契 約 金 額 8,800,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 Ｒ０４－愛知県春日井市内団地再生検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 住宅経営部事業推進課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝1：2

契 約 内 容

（１）事業計画案の検討
　　・事業スキームのパターン検討（３案程度作成）
　　・対象地区の法令等の確認　（団地認定、用途地域等）
　　・インフラ整備等の検討　（既存図面と現況の整合性の確認、上記計画案の切り回し等の確認）
（２）既存資産を活用した魅力向上策の検討
　  ・住棟活用の可能性検討（想定住棟の選定、活用方策のモデル検討）
　　・屋外空間の活用検討　（サブセンター、オープンスペース、歩行者専用通路）
     ・継続管理区域も含めた新たな団地再生手法の検討

契 約 締 結 日 令和4年4月28日

履 行 期 間 令和4年4月29日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

事業者ヒアリングを行ったところ、いずれも現在履行中の他業務量等を勘案した結果、入札参加を見送っ
たとのことであったため、業務に必要となる人員の不足が敬遠の要因と考えられる。改善として年度当初よ
り実施体制を確保できるようにするため、公募の開始を約３週間前倒しした。【前回「３月２５日入札公告掲
示、５月１4日開札」、今回「３月３日入札公告掲示、４月２２日開札」】業務実施体制を整える準備期間を確
保するため、落札決定から業務着手までの期間を増やした。【前回「１７日」、今回「２２日」】

非参加者へのヒアリングでは、準備期間に関する意見は無かったが、引続き事業者の意見の聴取に努め
る。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）市浦ハウジング＆プランニング

予 定 価 格 9,068,400円

落 札 率 97.04%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

事業者ヒアリングを行ったところ、業務量が多いこと、途中から業務に参入することで機構にリスクがかかる
ことから参加しなかったとのことであった。本業務は過年度より継続して行っており、業務の内容・量を見直
すことは業務の質の低下を招く恐れがあるため、仕様書の見直しは行わなかった。

参加者へのヒアリングでは、競争参加資格や業務内容に関する見直し要望は無く、既に公募条件は、業務
品質が確保できる最低ラインまで緩和されていることから、1社応札に対する公募条件面でのこれ以上の
改善は困難であるが、引続き事業者の意見の聴取に努める。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を確保しているため、公告期間の見直しは行わなかった。

非参加者へのヒアリングでは、公募期間に関する意見は無かったが、引続き事業者の意見の聴取に努め
る。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去に同様の業務を受注している業者への声掛けを行った。

十分に認知されており、１者応札の要因は別にあると考える。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

過去に同様の業務を受注している業者への声掛けを行った。

上記の検証を踏まえて、ヒアリングの対象範囲を拡大するように努める。
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～ 令和5年3月10日

契 約 金 額 8,140,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 04-名古屋駅周辺エリアにおける地域貢献まちづくり検討業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 中部支社　都市再生業務部　事業企画課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札／総合評価方式　価格点：技術点＝１：２

契 約 内 容 まちづくり方針策定に係る勉強会実施及び公共貢献施設運営及び地元プレイヤー参画スキーム検討

契 約 締 結 日 令和4年5月12日

履 行 期 間 令和4年5月13日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間に準備期間を含めて設定した。

これ以上の期間確保は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）トーンアンドマター

予 定 価 格 8,558,000円

落 札 率 95.12%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため未実施。

これ以上の改善策を講ずることは困難であると考えられる。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を設定しているため未実施。

期間延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者や過去に問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

更なる認知を図るため、声掛けの範囲を拡大(業務経験のある者)する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

複数者（２者）にヒアリングを実施。

事業者側の事情（専門性が高く実施体制の確保が困難）をふまえた意見聴取を検討する。
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～ 令和5年6月30日

契 約 金 額 4,345,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

類似業務の経験がある２社にヒアリングを実施。

各事業者のヒアリング結果は同様の内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より１日多い１１営業日とした。

これまで公告期間を１1営業日設けていたが、さらに＋4日とする。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者に入札がある旨周知した。

ヒアリング実施事業者には認知されていたが、次回は声掛けの範囲を拡大して行う。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間内に準備期間が確保されていたため、未実施。

準備期間が確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）澁谷建築コンサルタント事務所

予 定 価 格 4,412,100円

落 札 率 98.48%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため未実施。

事業者ヒアリングを実施したところ、参加資格や仕様書に関する見直し等の要望はなく、これ以上の改善策
を講じることは困難と考える。

契 約 内 容
住まいセンター所管団地について、URコミュニティ推進部が発注する建築・電気工事の工事等調整・工事
監理を行う業務

契 約 締 結 日 令和4年6月20日

履 行 期 間 令和4年6月21日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 【ＵＲコミュニティ本社】令和４年度計画的修繕等工事に係る総括的工事監督業務（大阪）

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 （株）ＵＲコミュニティ　コミュニティ推進部　安全品質管理課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60
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～ 令和5年6月30日

契 約 金 額 6,875,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

類似業務の経験がある２社にヒアリングを実施。

各事業者のヒアリング結果は同様の内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より１日多い１１営業日とした。

これまで公告期間を１1営業日設けていたが、さらに＋4日とする。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者に入札がある旨周知した。

ヒアリング実施事業者には認知されていたが、次回は声掛けの範囲を拡大して行う。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間内に準備期間が確保されていたため、未実施。

準備期間が確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）澁谷建築コンサルタント事務所

予 定 価 格 6,964,100円

落 札 率 98.72%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため未実施。

事業者ヒアリングを実施したところ、参加資格や仕様書に関する見直し等の要望はなく、これ以上の改善策
を講じることは困難と考える。

契 約 内 容
住まいセンター所管団地について、URコミュニティ推進部が発注する建築・電気工事の工事等調整・工事
監理を行う業務

契 約 締 結 日 令和4年6月20日

履 行 期 間 令和4年6月21日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 【ＵＲコミュニティ本社】令和４年度計画的修繕等工事に係る総括的工事監督業務（泉北）

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 （株）ＵＲコミュニティ　コミュニティ推進部　安全品質管理課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60
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～ 令和5年6月30日

契 約 金 額 7,040,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

類似業務の経験がある２社にヒアリングを実施。

各事業者のヒアリング結果は同様の内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より１日多い１１営業日とした。

これまで公告期間を１1営業日設けていたが、さらに＋4日とする。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者に入札がある旨周知した。

ヒアリング実施事業者には認知されていたが、次回は声掛けの範囲を拡大して行う。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間内に準備期間が確保されていたため、未実施。

準備期間が確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）澁谷建築コンサルタント事務所

予 定 価 格 7,093,900円

落 札 率 99.24%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため未実施。

事業者ヒアリングを実施したところ、参加資格や仕様書に関する見直し等の要望はなく、これ以上の改善策
を講じることは困難と考える。

契 約 内 容
住まいセンター所管団地について、URコミュニティ推進部が発注する建築・電気工事の工事等調整・工事
監理を行う業務

契 約 締 結 日 令和4年6月20日

履 行 期 間 令和4年6月21日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 【ＵＲコミュニティ本社】令和４年度計画的修繕等工事に係る総括的工事監督業務（京都）

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 （株）ＵＲコミュニティ　コミュニティ推進部　安全品質管理課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60

19/35ページ



～ 令和5年6月30日

契 約 金 額 2,035,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

類似業務の経験がある２社にヒアリングを実施。

各事業者のヒアリング結果は同様の内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より１日多い１１営業日とした。

これまで公告期間を１1営業日設けていたが、さらに＋4日とする。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者に入札がある旨周知した。

ヒアリング実施事業者には認知されていたが、次回は声掛けの範囲を拡大して行う。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間内に準備期間が確保されていたため、未実施。

準備期間が確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）澁谷建築コンサルタント事務所

予 定 価 格 2,063,600円

落 札 率 98.61%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため未実施。

事業者ヒアリングを実施したところ、参加資格や仕様書に関する見直し等の要望はなく、これ以上の改善策
を講じることは困難と考える。

契 約 内 容
住まいセンター所管団地について、URコミュニティ推進部が発注する建築・電気工事の工事等調整・工事
監理を行う業務

契 約 締 結 日 令和4年6月20日

履 行 期 間 令和4年6月21日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 【ＵＲコミュニティ本社】令和４年度計画的修繕等工事に係る総括的工事監督業務（奈良）

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 （株）ＵＲコミュニティ　コミュニティ推進部　安全品質管理課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60
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～ 令和5年3月31日

契 約 金 額 58,300,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度中野三丁目地区権利者等調整等業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　事業推進部　事業推進第２課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札／総合評価方式　価格点：技術点＝30：60

契 約 内 容
中野三丁目地区における土地区画整理事業の実施に関して必要となる地権者・関係機関等との調整及び
資料作成等を行う業務

契 約 締 結 日 令和4年4月1日

履 行 期 間 令和4年4月1日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

開札日から履行開始日までの準備期間として、約１ヶ月確保した。

これ以上の期間確保は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）URリンケージ

予 定 価 格 59,815,800円

落 札 率 97.47%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書に必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れがある
ため未実施。

技術者確保の観点から、履行期間を複数年（２年間以上）へ見直すことを検討する。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より５日多い15日間とした。（標準的な広告期間は10日間、土日祝祭日含まず）

更なる期間延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

・関係業界団体（１２団体）及び業界紙への情報提供を実施した。
・過去の類似業務の入札参加経験がある者（２者）に対して、掲示開始後に入札がある旨周知した。

周知方法の工夫による１者応札の改善は期待しがたい。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

複数者（２者）にヒアリングを実施。

事業者側の事情（実施体制の確保が困難）をふまえた意見聴取を検討する。
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～ 令和5年3月31日

契 約 金 額 45,650,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度中野四丁目新北口駅前地区権利者等調整等業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本都市再生本部　事業推進部　事業推進第２課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札／総合評価方式　価格点：技術点＝30：60

契 約 内 容
中野四丁目新北口駅前地区における土地区画整理事業及び街路事業の工事着手前に必要となる各種協
議調整等を行う業務

契 約 締 結 日 令和4年4月1日

履 行 期 間 令和4年4月1日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

開札日から履行開始日までの準備期間として、約１ヶ月確保した。

これ以上の期間確保は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）URリンケージ

予 定 価 格 47,058,000円

落 札 率 97.01%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書に必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れがある
ため未実施。

技術者確保の観点から、履行期間を複数年（２年間以上）へ見直すことを検討する。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間より５日多い15日間とした。（標準的な広告期間は10日間、土日祝祭日含まず）

更なる期間延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

・関係業界団体（１２団体）及び業界紙への情報提供を実施した。
・過去の類似業務の入札参加経験がある者（２者）に対して、掲示開始後に入札がある旨周知した。

周知方法の工夫による１者応札の改善は期待しがたい。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

複数者（２者）にヒアリングを実施。

事業者側の事情（実施体制の確保が困難）をふまえた意見聴取を検討する。

22/35ページ



～ 令和7年5月31日

契 約 金 額 202,400,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

これまでと同様に引き続き２者にヒアリングを実施した。

どの事業者のヒアリング結果も同じ内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間とした。

これまで公告期間を10日設けていたが、さらに＋5日確保することとする。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者や過去に問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

入札に関する認知は十分されており、周知方法の工夫による１者応札の改善は期待できない。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

今回新たに契約締結から業務着手までに準備期間を設け、業務実施体制を整える準備期間の確保を行っ
た。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 窓建コンサルタント・アークポイント設計共同体

予 定 価 格 214,830,000円

落 札 率 94.21%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため未実施。

上記の検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考える。

契 約 内 容
団地再生事業の計画策定補助、事業推進に資する各種計画の策定、各関係機関との協議の実施、協議
等に必要な各種資料・申請図書等の作成により、事業の円滑な推進に寄与することを目的とした業務

契 約 締 結 日 令和4年4月15日

履 行 期 間 令和4年6月1日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度団地再生事業に係る計画推進支援業務（千葉・埼玉）

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本賃貸住宅本部　ストック事業推進部　事業第３課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60
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～ 令和7年5月31日

契 約 金 額 220,880,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度団地再生事業に係る計画推進支援業務（基盤ほか）

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本賃貸住宅本部　ストック事業推進部　事業第３課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60

契 約 内 容
団地再生事業の計画策定補助、事業推進に資する各種計画の策定、各関係機関との協議の実施、協議
等に必要な各種資料・申請図書等の作成により、事業の円滑な推進に寄与することを目的とした業務

契 約 締 結 日 令和4年4月15日

履 行 期 間 令和4年6月1日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

今回新たに契約締結から業務着手までに準備期間を設け、業務実施体制を整える準備期間の確保を行っ
た。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）ＵＲリンケージ

予 定 価 格 240,383,000円

落 札 率 91.89%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため未実施。

上記の検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間とした。

これまで公告期間を10日設けていたが、さらに＋5日確保することとする。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者や過去に問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

入札に関する認知は十分されており、周知方法の工夫による１者応札の改善は期待できない。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

これまでと同様に引き続き２者にヒアリングを実施した。

どの事業者のヒアリング結果も同じ内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。
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～ 令和7年5月31日

契 約 金 額 226,050,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

これまでと同様に引き続き２者にヒアリングを実施した。

どの事業者のヒアリング結果も同じ内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間とした。

これまで公告期間を10日設けていたが、さらに＋5日確保することとする。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者や過去に問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

入札に関する認知は十分されており、周知方法の工夫による１者応札の改善は期待できない。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

今回新たに契約締結から業務着手までに準備期間を設け、業務実施体制を整える準備期間の確保を行っ
た。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）ＵＲリンケージ

予 定 価 格 245,949,000円

落 札 率 91.91%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため未実施。

上記の検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考える。

契 約 内 容
団地再生事業の計画策定補助、事業推進に資する各種計画の策定、各関係機関との協議の実施、協議
等に必要な各種資料・申請図書等の作成により、事業の円滑な推進に寄与することを目的とした業務

契 約 締 結 日 令和4年4月15日

履 行 期 間 令和4年6月1日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度団地再生事業に係る計画推進支援業務（東京・神奈川）

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本賃貸住宅本部　ストック事業推進部　事業第３課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60
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～ 令和7年5月31日

契 約 金 額 119,900,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

今回入札に参加していない事業者３者にヒアリングを行った。

どの事業者のヒアリング結果も同じ内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

標準的な公告期間10日間とした。（土日祝祭日は含まず）

これまで公告期間を10日設けていたが、さらに＋5日確保することとする。

過去の類似業務の入札参加経験者や過去に問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

入札に関する認知は十分されており、周知方法の工夫による１者応札の改善は期待できない。

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため未実施。

上記の検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考える。

今回新たに契約締結から業務着手までに準備期間を設け、業務実施体制を整える準備期間の確保を行っ
た。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

予 定 価 格

落 札 率 93.55%

窓建コンサルタント・アークポイント設計共同体

128,172,000円

契 約 内 容

契 約 締 結 日

履 行 期 間 令和4年6月1日

団地再生事業の計画策定補助、事業推進に資する各種計画の策定、各関係機関との協議の実施、協議
等に必要な各種資料、各種手続きに必要な書類等の作成により、事業の円滑な推進に寄与することを目
的とするもの。

令和4年4月15日

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

東日本賃貸住宅本部　東京東・千葉エリア再生部　ストック再生計画課

一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60

令和４年度東京東・千葉エリアにおける事業化検討支援業務
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～ 令和7年5月31日

契 約 金 額 82,060,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

これまでと同様に引き続き２者にヒアリングを実施した。

どの事業者のヒアリング結果も同じ内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間10日間とした。（土日祝祭日は含まず）

これまで公告期間を10日設けていたが、さらに＋5日確保することとする。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者や過去に問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

入札に関する認知は十分されており、周知方法の工夫による１者応札の改善は期待できない。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

今回新たに契約締結から業務着手までに準備期間を設け、業務実施体制を整える準備期間の確保を行っ
た。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）ＵＲリンケージ

予 定 価 格 89,133,000円

落 札 率 92.06%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため未実施。

上記の検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考える。

契 約 内 容
団地再生事業の計画策定補助、事業推進に資する各種計画の策定、各関係機関との協議の実施、協議
等に必要な各種資料、各種手続きに必要な書類等の作成により、事業の円滑な推進に寄与することを目
的とするもの。

契 約 締 結 日 令和4年4月15日

履 行 期 間 令和4年6月1日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度東京北・埼玉エリアにおける事業化検討支援業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本賃貸住宅本部　東京北・埼玉エリア再生部　ストック再生計画課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60
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～ 令和7年5月31日

契 約 金 額 92,730,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

これまでと同様に引き続き２者にヒアリングを実施した。

どの事業者のヒアリング結果も同じ内容であり、１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニー
ズは把握・
特定されているため、ヒアリングの拡大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間とした。

これまで公告期間を10日設けていたが、さらに＋5日確保することとする。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者や過去に問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

入札に関する認知は十分されており、周知方法の工夫による１者応札の改善は期待できない。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

今回新たに契約締結から業務着手までに準備期間を設け、業務実施体制を整える準備期間の確保を行っ
た。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）ＵＲリンケージ

予 定 価 格 101,211,000円

落 札 率 91.62%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あるため未実施。

上記の検証を行った結果、これ以上改善策を講じることは困難と考える。

契 約 内 容
団地再生事業の計画策定補助、事業推進に資する各種計画の策定、各関係機関との協議の実施、協議
等に必要な
各種資料・申請図書等の作成により、事業の円滑な推進に寄与することを目的とした業務

契 約 締 結 日 令和4年4月15日

履 行 期 間 令和4年6月1日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度多摩・神奈川エリアにおける事業化検討支援業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 東日本賃貸住宅本部　多摩・神奈川エリア再生部　ストック再生計画課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝30：60
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～ 令和5年6月30日

契 約 金 額 71,280,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

今回、入札説明書を受領したが入札しなかった2社へのヒアリングを行った。

１者応札の要因は絞り込まれ、現時点での事業者のニーズは把握・特定されているため、ヒアリングの拡
大による改善は期待できない。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を確保しているため未実施。
この項目については、事業者からの改善を求める意見はなかった。

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の前回業務から問い合わせ等は複数あり、周知不足が一者応札等の要因とは考えられないため未実
施。

入札に関する認知は十分されており、周知方法の工夫による１者応札の改善は期待できない。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

開札から履行開始までに十分な期間を確保しているため未実施。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 ＴＩＳ（株）

予 定 価 格 79,054,800円

落 札 率 90.17%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

仕様書には必要と思われる内容は記載しており、また、参加条件の緩和は業務の質の低下を招く恐れが
あると考える。

これ以上緩和すると、業務の質の低下を招く恐れがある。

契 約 内 容 賃貸募集関連システム用機器の賃貸借・導入・製品保守

契 約 締 結 日 令和4年4月18日

履 行 期 間 令和4年7月1日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度賃貸募集関連システム用機器の賃貸借・導入・製品保守等業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 本社　総務部部情報システム課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝１：１
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～ 令和5年3月17日

契 約 金 額 65,340,000円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

３社にヒアリングを実施。
どの事業者のヒアリング結果も同じ内容であり、１者応札の要因は、絞り込まれていると考える。

現時点での事業者のニーズは、把握・特定されているが、引き続き事業者への意見の聴取に務める。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

過年度より、標準的な公告期間より３日多い１３日間としている。（土日祝祭日含まず）
この項目については、事業者から改善を求める意見はなかった。

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は、業務の遅延を招く恐れがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

官報への掲載を実施。
ヒアリング実施事業者からは官報公告について認知していた旨の回答を得られている。

入札に関する認知は十分にされており、周知方法の工夫による１者応札の改善は期待できない。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

履行期間には準備期間を含んでおり、標準的な期間を確保しているため未実施。
この項目については、事業者から改善を求める意見はなかった。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は、業務の遅延を招く恐れがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 ＴＩＳ（株）

予 定 価 格 68,951,300円

落 札 率 94.76%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

参加条件の緩和は、本業務の質の低下を招く恐れがあるため未実施。仕様書には必要と思われる内容は
記載しており、この項目については、事業者からの改善を求める意見はなかった。

競争参加資格については、これ以上の緩和は、業務の品質低下が懸念されるため、この項目については、
これ以上改善策を講じることは困難と考える。仕様書には当該業務において必要と思われる事項はすべて
記載している。

契 約 内 容
本業務は、機構が行う業務及び工事管理の円滑な遂行、並びに業務及び工事に関する情報の適切な管
理を行うために開発された「技術管理部門情報化システム」について、MicrosoftEdge切替対応、プログラム
テスト用の評価環境構築、本システムへの機能の一部追加・改善を目的とした業務である。

契 約 締 結 日 令和4年6月6日

履 行 期 間 令和4年6月7日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度技術監理部門情報化システム更改業務　一式

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 本社　技術・コスト管理部　企画課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札
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～ 令和9年3月31日

契 約 金 額 17,897,110円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

今般の報告対象契約の履行エリアにおいて、過去に競争参加又は落札実績がある者に対してヒアリング
を実施した。

過去に本件業務の公募に参加実績がある事業者以外に、公社等機構以外の公共住宅における同種業務
で落札実績がある事業者に対してもヒアリングを実施する。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

前回の公募時と同様、公募開始から申請書提出期間までの公告期間を約２週間確保。

事業者ヒアリングの結果、人員体制の確保、業務実施に必要な体制構築等の確保が困難との意見があっ
たため、次回公募においては公告期間の延長（１週間程度）を検討する。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

公益社団法人ビルメンテナンス協会に加えて、一般社団法人マンション管理業協会に電話及びFAXにより
情報提供を実施した。
過去に本件業務の公募に参加実績がある事業者に電話又はFAXにより情報提供を実施した。

過去に本件業務の公募に参加実績がある事業者以外に、公社等機構以外の公共住宅における同種業務
で落札実績がある事業者に対しても情報提供を実施する。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

前回の公募時と同様、開札日から業務開始日までの業務等準備期間を約４か月確保。

準備期間は十分に確保されており、また、本件業務は業務の継続性が求められるため、業務の遅延を招く
おそれがあるこれ以上の延長は困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 大都美装（株）

予 定 価 格 18,830,900円

落 札 率 95.04%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

本件業務については団地居住者の安全・安心に密接に関わる業務であり、既に本件業務における最低限
の参加資格・仕様は定められていると考えているため、これ以上の参加資格・仕様の緩和は実施困難。

上記のとおり、団地居住者の安全・安心に密接に関わる業務であり、また、他のエリアにおいては現行の
参加資格・仕様であっても既に複数事業者が競争参加していることから、引き続き、参加資格・仕様の抜本
的な見直しは困難であると考える。

契 約 内 容 機構賃貸住宅内の屋外共用部、建物内共用部、集会所、駐車場等の清掃等を行う業務

契 約 締 結 日 令和4年4月6日

履 行 期 間 令和4年7月1日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 【ＵＲコミュニティ】ＵＲ賃貸住宅団地内一般清掃等業務（シティコート曽根東町第２）

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 （株）URコミュニティ千里住まいセンターお客様相談課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札（総合評価方式）価格点：技術点＝１：２
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～ 令和7年3月31日

契 約 金 額 14,706,890円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

前回ヒアリングを実施した5者に加え、対象を拡大して計14者にヒアリングを実施した。

さらに広く事業者の意向を把握するため、業界団体を通じたヒアリングの拡大等の方策を検討する。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

前回公募時に引き続き、標準的な公告期間より14営業日多い21営業日とした。（標準的な公告期間は7日
間、土日祝祭日含まず）

十分な周知期間が確保されていると考えているが、さらなる延長を検討する。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

ホームページ上に掲示文、入札説明書、仕様書等を掲載するとともに、過去に当該契約案件の競争に参
加した事業者に声掛けを行った。

当該契約案件の認知を拡大するため、業界団体を通じた周知の強化等の方策を検討する。

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

前回公募時に引き続き、開札から業務開始日まで約1か月間の十分な準備期間を確保するよう設定した。
（従前より約2週間延長）

十分な準備期間が確保されていると考えているが、さらなる延長を検討する。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 三菱重工機械システム（株）

予 定 価 格 14,707,000円

落 札 率 100.00%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

過去に業務に従事する現場担当者の資格要件について実務経験年数の緩和を実施済み。今回新たに、
現場責任者を契約期間中は原則同一者とする要件を緩和し、複数者の配置を認めることとした。

可能なものについては要件緩和を実施済みであり、これ以上の緩和は品質低下により事故を招くおそれが
あるため困難と考える。

契 約 内 容 ＨＡＴ神戸脇の浜外２団地における機械式駐車設備等の保守点検業務、緊急時対応業務及び小修理工事

契 約 締 結 日 令和4年6月29日

履 行 期 間 令和4年8月1日

契 約 の 件 名 及 び 数 量 Ｒ４ーＨＡＴ神戸脇の浜外２団地機械式駐車設備等保守点検業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 西日本支社　住宅経営部　機械保全課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札
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～ 令和5年2月28日

契 約 金 額 2,576,200円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和４年度法務実務研修実施等業務

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 本社　コンプライアンス・法務部　法務課

入 札 及 び 契 約 方 式 企画提案方式

契 約 内 容

(1)　法的リスク管理を行う上で必要な法律知識の習得を図るとともに、弁護士相談や社内検討等の際の法
的な論点整理能力、契約書審査における法的課題に対する指摘・助言等の能力を備えた法務担当者を育
成するため、法務実務研修を実施する。
(2)　集合研修、自主学習等を行った上で、効果測定として「ＵＲ法務実務試験」を実施し、法律知識の定着
を図る。

契 約 締 結 日 令和4年6月3日

履 行 期 間 令和4年6月4日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

過年度から契約締結から業務着手までに準備期間を設け、業務実施体制を整える準備期間の確保を行っ
ているが、仕様書の変更により委託先業者の業務負担が軽減されたため、相対的に準備期間の拡大を
行った。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。
また、後述のヒアリングの結果から、準備期間の長短が１者応札の理由ではないことが判明している。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）東京リーガルマインド

予 定 価 格 2,948,000円

落 札 率 87.39%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

対象法令差替え分のテキスト作成業務を機構が行うこととし、業務委託先の作業負担を軽減させた。

仕様を変えるということは研修の内容を変えるということであり、法務担当者の育成という重要な研修であ
る以上、慎重な検討が必要となるが、より事業者の負担を減らせる仕様になるよう検討する。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

標準的な公告期間を確保している。

公告期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。
また、後述のヒアリングの結果から、公告期間の長短が１者応札の理由ではないことが判明している。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

過去の類似業務の入札参加経験者や過去に問い合わせのあった者に、入札がある旨周知した。

入札に関する認知は十分されており、周知方法の工夫による１者応札の改善は期待できない。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

これまでと同様に引き続き４者にヒアリングを実施した。

１者応札の原因は次の４つであることが判明している。すなわち、①コロナ禍による各社営業体制の縮小。
②業務の性質上、専門の講師や専用スタジオ、インターネット配信設備等を全て揃え、ノウハウが蓄積され
た大手企業が有利な入札であること、③大手企業の徹底的なコスト削減に他企業が対抗できないこと、④
専門性が高い業務にも関わらず、ワークライフバランス等、本来業務とは関係のない採点基準があること
が忌避されたこと。しかし、①は社会情勢によるものであり、②は法務担当者の育成という重要かつ専門性
の高い研修であることから、妥協を許されないこと、③はヒアリング先の事情であること、④は発注担当部
の判断で変更することができないことから、これ以上の改善は困難と考える。
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～ 令和7年5月31日

契 約 金 額 2,496,390円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

参加資格を満たしている者への声掛けを行った。

参加資格として「信書便の取扱可」があるため、次回以降も、参加資格を満たす業者に声掛けを実施する。

参加しなかった者にヒアリングを実施した。

近年のドライバー不足による体制確保の困難さと、燃料等コストの高騰により経営に苦心している中、業務
規模が小さい業務を新規に受けるのは難しいとの意見があった。次回公募は３年後であるので、こうした事
情が落ち着いていない状況であれば、業者への声掛けをこまめに行うことで対応したい。

中部支社と中部支社出先事務所間の書類等の送達業務

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

前回公告期間を中10営業日としていたが、今回は中14営業日とした。

準備期間は確保されており、ヒアリングにおいて要望も無かったため、ここから更に拡充することによる効
果は期待できないと考える。

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

契 約 内 容

契 約 締 結 日

履 行 期 間

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

予 定 価 格

落 札 率

令和4年5月17日

契 約 の 件 名 及 び 数 量

発 注 担 当 部 署 名

入 札 及 び 契 約 方 式

１者応札・応募事案フォローアップ票

中部支社　総務部　経理課

一般競争入札

中部支社書類等送達業務（２２－２４）

令和4年6月1日

日本通運（株）

4,138,200円

60.33%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

期間に関して、落札決定から業務着手までの期間（改善項目②）、及び公告期間（改善項目③）の延長を
行った。仕様書については、業者ヒアリングをふまえて見直しを行った。具体的には、集配の時間に幅を持
たせ、受注者所有車の使用及び作業員の制服着用義務を撤廃した。

過年度より継続して行っている業務であり、これ以上の変更は難しいと考える。

業務実施体制を整える準備期間を確保するため、落札決定から業務着手までの期間を延長した（前回18
日、今回22日）。

準備期間は確保されており、ヒアリングにおいて要望も無かったため、ここから更に拡充することによる効
果は期待できないと考える。
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～ 令和5年6月30日

契 約 金 額 1,401,829円

改善項目 視点

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

実施内容

検証内容
・次回改善策

契 約 の 件 名 及 び 数 量 【ＵＲコミュニティ】令和４年度ポリ袋の購入業務（京都住まいセンター）

１者応札・応募事案フォローアップ票

発 注 担 当 部 署 名 （株）URコミュニティ京都住まいセンターお客様相談課

入 札 及 び 契 約 方 式 一般競争入札

契 約 内 容 当業務は、団地内にて清掃時に使用するポリ袋の購入業務である。

契 約 締 結 日 令和4年6月14日

履 行 期 間 令和4年7月1日

②新規事業者に配慮し
た準備期間の十分な確
保

引継期間・習熟期
間・人員確保期間の
確保

開札日から業務開始日までの業務等準備期間を約3週間確保した。

準備期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （有）平野商店

予 定 価 格 1,758,696円

落 札 率 79.71%

１者応札・応募の原因検証及び次回改善策

①参入を妨げない最大
限の工夫

参加資格・仕様書の
見直し等

本件業務について、仕様書に必要と考える事項は全て記載しており、これ以上の参加条件の緩和は業務
の質の低下を招く恐れがある。

当該地域のポリ袋については自治体により価格が固定されていることから、引き続き、参加資格・仕様の
見直しは困難であると考える。

③参入機会を確保する
ための公告期間の見直
し

公告期間の延長等

公募開始から申請書提出期間までの公告期間を15日確保した。（前回比3日増加）

周知期間が十分に確保されており、これ以上の延長は業務の遅延を招くおそれがあるため困難と考える。

④公告の認知機会を確
保するための周知方法
の改善

公告媒体の拡大、
声掛け等

ホームページ上の掲示文に加え、入札説明書・仕様書を掲載。同業種の業者に対して周知活動を実施し
た。

地理的に近い住まいセンター間で参加事業者に関する情報共有を徹底する他、業界団体への周知により
周知範囲の拡大を検討する。

⑤ニーズ把握のための
業者等からの聴き取り

実効的な改善策を
講じるための事業者
側の事情の把握

同種の業務を実施している2者にヒアリングを実施した結果、立地条件により業務履行は困難であるとのこ
とであった。

必要に応じ、発注規模や納品場所の見直し等を検討する。
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